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は し が き

　社団法人　日本溶接協会　鉄鋼部会　技術委員会では鋼材の溶接部破壊靱性値の特性に関する基礎

的検討の必要性を認め，昭和58年6月よりRTW委員会を発足させて，昭和62年度にわたり

共同研究を実施した。これはCOD・」積分破壊基準に関する従来の研究をふまえ，これらのパラ

メータによって表わされる溶接部破壊靱性値評価に関する系統的実験を実施し，これらの特性を

把握し，CV試験によりこれを推定することを目指したものである。

　本共同研究は，中立機関・施工各社・製鋼各社において分担実施され，研究結果はRTW委員

会において検討が加えられた後，ここに本報告書がとりまとめられた。
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1．　緒　言

　　近年破壊力学研究の目覚しい進展により，これまで経験的事実に依存して主に遷移温度アプ

　・一チの観点から定められて来た材料に対する靱性要求基準を，破壊力学概念に立脚したより

　合理的な基準に改めることが技術的に可能と判断される段階を迎えている。

　㈹日本溶接協会ではそうした実情を踏まえて，既にWES3003規格「低温構造用鋼板判定

　基準」のうちG種基準をCTOD概念を基盤とする基準値に改訂し，公表している。

　　こうした動きに対して最近になって欧・米を中心に，種々の脆性破壊要因が内在する溶接部

　を直接対象として，靱性要求基準ないしは要求基準値算出のためのプ・セス自体を規格化しよ

　うとする動きがある。それらはいずれもCTOD概念を基盤に，低温貯槽や海洋構造物など，

　使用環境条件を特定し得る個別の溶接構造物を対象に検討がなされており，適用鋼種も比較的

　低強度鋼材に限定されている。その意味で，溶接部を対象としたCTOD基準による材質評価

　ないし欠陥評価には，普遍性の点でなお検討の余地が残されているといえる。しかるに最近の傾

　向として，基盤データの蓄積を欠く高張力鋼等にまで適用範囲を拡大して過大なCTOD特性

　値を要求される場合があり，産業界からそうした技術的混乱の早期解消が強く要請されてい

　る。

　　（社）日本溶接協会　鉄鋼部会　技術委員会ではそうした要請に対処するため，昭和58年6月に

　RTW委員会を発足させ，以後今日までの3．5ケ年間にわたって”溶接部を対象とした靱性基

　準の設定”に向けて基本思想ならびに基盤データの確立を目的とした研究活動を行って来た。

　溶接部を対象とした靱性基準の設定は，その目的が品質管理あるいは構造物の安全性保証のい

　ずれであるかによっても異なるが，たんに材質の規制にとどまらず，溶接施工，非破壊検査さ

　らには設計概念にまで遡って規制する結果に繋がる複雑さを有し，詳細かつ広い視野に立った検討

　を必要とする。互いに独立したそれら技術を包括して，一定の基準値で規制することは現時点

　で必ずしも容易でない。そうした点を勘案して本研究では，下記の4項目を中心に検討を行っ

　た。

　　　1）既存の溶接部対象靱性要求基準に関する調査

　　　2）それら要求基準の拠り所となる基盤思想の整理・把握

　　　3）構造物の安全性保証および品質保証の接点となる破壊靱性値とシャルピー衝撃値の相

　　　　　関性

　　　4）上記検討結果に基づく溶接部靱性要求指針の設定

　以下にそれら検討結果について述べる。
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